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研究成果の概要（和文）：教学マネジメントを支える専門的職員の領域として、１）アドミッション・オフィサ
ー、２）IR担当者、３）カリキュラム・コーディネーターの3領域に焦点をあてた調査から、以下の点が明らか
になった。職務経験年数、それまでの実務経験の内容、および組織における役割期待によって、職員が身につけ
る能力に大きな違いが出ることが明らかになった。それに加え、日本の大学における専門的職員の活動領域は、
限定的であり、かつキャリア形成におけるパスが不明確なことから、一時的職域としての性格が強く、専門性深
化の困難さが課題として残っている。

研究成果の概要（英文）：The survey which focused on three areas of professional and support staff : 
1) admission officers, 2) IR officers, and 3) curriculum coordinators, revealed the following 
points. The number of years of work experience, the nature of previous work experience, and the role
 expectations of the organization make a significant difference in the competencies acquired by the 
staff members. In addition, the scope of activities of professional staff in Japanese universities 
is limited, the paths in career development are unclear, and the nature of the position is 
temporary, making it difficult for such staff to deepen their expertise.

研究分野：高等教育論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
大学が多様な社会的ニーズと人材育成に応えるために、大学における専門的職員の必要性が主張されているにも
関わらず、その広がりが限定的となっている原因として、大学職員のメンバーシップ型雇用が継続されている点
にある。専門的職員の雇用はジョブ型雇用の一形態とみなしうるので、専門性を活かした雇用形態と処遇の在り
方を制度化することが急がれる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 「大学のガバナンス改革の推進について（審議まとめ）」で学長がリーダーシップを
発揮し全学的な具体的方針を打ち出していく上で、それを支援する高度な専門性を有す
る人材として、多様な専門的職員像が打ち出されている（表 1 参照）。ただこの指摘以
前から、職員の専門性に関する議論は審議会答申等で指摘されてきたところである（大
学審議会答申 1998、中央教育審議会答申 2008）。また研究においても、大場編（2009）
や小貫（2010）に見られるように大学職員の専門家の必要性が検討されている。ただ、
大学職員の職務遂行能力をどのようにとらえればよいのかといった点に関しては具体
的な議論はあまり行われておらず、その把握の困難さが指摘されている（夏目 2013）。 
 

表 1「大学のガバナンス改革の推進について（審議まとめ）」で示された専門的職員 

各学部・学科の教育研究の状況を把握し必要な支援を行う専門的職員          

リサーチ・アドミニストレータ―（URA）、インスティテューショナル・リサーチャ

ー、産学官連携コーディネーター 

大学執行部が全学的な具体的方針を打ち出す支援を行う専門的職員           

アドミッション・オフィサー、カリキュラム・コーディネーター 
  
また専門的職員の実態に関する調査報告として川島（2016）や文部科学省（2015）が挙げられ
るが、ここでも専門的職員の具体的な職務遂行能力ではなく、配置の有無や他部署との連携、処
遇といった学内における組織改革の視点からの調査となっている。 
 近年の専門的職員の必要性や人材育成の要望の高まりといった観点から見ると、具体的な職
務遂行能力を個々に必要とされている専門的職員像との対比において把握し体系化することが
喫緊の課題と言え、それを踏まえた人材育成プログラムの構築が待たれるところである。 
そういった中で、内部質保証システムの構築を打ち出した、第 3 期の認証評価受審を今後日本
の大学が迎えることを考えるならば、教学マネジメントに関わる専門的職員の存在価値はます
ます高まるものと言える。 
そのような背景から、本研究では教学マネジメントに必要な専門的職員の職域とはどういった
ものであり、その職務遂行能力とは何かといった問いを立てるにいたった。 
 
２．研究の目的 
 本研究では教学マネジメントに関わる専門的職員としてアドミッション・オフィサー、インス
ティテューショナル・リサーチャー（以下 IR担当者）、カリキュラム・コーディネーターの三者
が必要であるとの仮説の下、それぞれの職務遂行能力の把握とその体系化を試み、スキルマップ
を作成する。そして三者に共通な能力、異なる能力を仕分ける中で、教学マネジメントにおける
関わりと位置付けを検討することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 そのために、まずアンケート調査においては、三つの専門的職員の有無や処遇等について問う
のではなく、実際に業務を遂行している職員に対し、必要な職務遂行能力を問うアンケートを実
施する。その上で、アンケート回答者からサンプルを抽出し、半構造化面接を用いた聞き取り調
査を実施する。聞き取り調査の内容は録音のうえテキストデータに変換し、テキストマイニング
手法を適用することで、職務遂行能力に関連する重要な語彙を抽出し形態素解析を行う。これに
より抽象的かつ一般的な職員の専門性論の議論を超え、実務に根差した具体的な専門的職員論
を展開することが可能となる。また計量的手法を用いることで、その内容の再検証を可能なもの
とする。ここでカリキュラム・コーディネーターの対象が不明なため、教学マネジメントを行っ
ている担当者や部局長を対象に調査する。 
 職務遂行能力の体系化のプロセスで、その中身は一般化する恐れがある。それに対し現場での
専門的職員の職務遂行能力は具体的かつ文脈依存的であり、お互い相容れないジレンマを抱え
ていることを否定できない。 
しかし一般化された能力は、それをどのような文脈でどのように使うかが重要であり、知識や技
能を運用し伝達する際に極めて重要となる。 
そこで、いったん職務遂行能力のスキルマップを作製した後、設置形態別、大学規模別といった
大学の属性に応じて三つの専門的職員の活動内容の違いを再検討し、専門的職員の類型化を行
う中で、再検証をすることが重要となる。その再検証によって得られた文脈依存の知見は、一般
化された能力の具体的な運用（経験知）を方向づけるものとなり、人材育成プログラムを実施す
る上でその成否を左右するものとなろう。 



 
４．研究成果 
（１）IR 担当者に対するアンケート調査実施前に、業務プロセスと求められる観点・能力の枠
組みを構築していた。基本的な枠組みとしては、活動設計→収取→分析→活用（報告）であり、
それぞれの要素の中に複数の段階を組み込んだものである。 
 

 
 
これらを基本にアンケート項目を設計し調査を実施した。結果として熟達度を 3 段階に分類し
ているが、その職務遂行能力自体は、IR の担当領域によって異なること、また求められる職務
遂行能力も、4つの要素それぞれで複数に分解できることが判明した。それを記したものが下記
の図である。 
 
 

 
 
（２）アドミッション・オフィサーについては、研究協力者を中心に、IR 担当者と同様の発送
により、職務遂行能力の段階表を作成し、それに基づいた研修の中で、アンケート調査を実施し
た。 
 アドミッション・オフィサーの具体的な職務遂行能力の分類は、13 分類にわたる。制度・政
策、社会責務・倫理、高校生・高校教育、大学生・教育、統計・テスト理論、評価技法、追跡調
査法、社会調査法、コミュニケーション、入試企画、入試戦略・マーケティング、高大連携・高
大移行企画、グローバル戦略、である。それぞれの能力を初級、中級、上級と分けている。アン
ケートによって、これらの分類は概ね指示されているものの、IR で示したような活動のステー
ジを大括りにすることが、現状では困難となっている。 
（３）カリキュラム・コーディネータに関しては、その業務範囲をどのようにとらえるのかとい
った点で、まとまりを得にくかったために、アンケート調査の実施には至らなかった。その理由
として、カリキュラム運営には、様々な教職員が携わっており、企画、実施、調査、委員会運営、
学生・教職員対応、法令チェック、時間割作成・調整等、数え上げればきりがない状況である。
そういった中で、まずは委員会運営等を中心に行っている責任者を対象に、聞き取り調査を実施



した。そこからの結論として、法令への理解、ルーティン業務の理解と実施といった実務面での
職務遂行能力は、ある程度共通の要素として取り上げることができるが、カリキュラム運営自体
が学内の多様な集団の利害調整という側面を有しており、その点は極めて俗人的に担われてい
る部分がある。そのため課題として、学内合意形成に至るまでの様々な経験値を形式知に落とし
込む作業が必要との結論に至った。そのため、IR やアドミッションと同様の能力段階表作成ま
でには至らなかった。 
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